

別添1
申込用紙
応募機関が複数の事業体で構成される場合、応募機関を構成する各事業者は、それぞれ別個に、記入および署名済みの申込書を提出しなければなりません。

経済事業者に関する情報

経済事業者の基本情報	
名称：
[….]
該当する場合、国内識別番号（納税者番号、付加価値税登録番号、その他の登録番号等）：
[….]
郵送先住所：	
[….]
担当者：
電話番号：
電子メール：
ウェブサイト（ある場合）：	
[….]

経済事業者の代表者（該当する場合）：	
氏名
[….]
生年月日および出生地	
[….]
役職／代理権限：	
[….]
郵送先住所：	
[….]
電話番号：	
[….]
電子メール：	
[….]
必要に応じて、代理関係の詳細（形式、範囲および目的）を記載してください：	
[….]
	応募形態
	回答

	[bookmark: _Hlk15498216]応募者は、他の経済事業者とともに調達手続に参加していますか。
	はい ☐
	いいえ ☐

	「はい」の場合、当該経済事業者は代表構成員として行為していますか。
	はい ☐
	いいえ ☐

	本申込書に署名する経済事業者が遂行する業務を記載してください。
	

	他の経済事業者の名称を記載してください。
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法令遵守要件
[bookmark: _Hlk15108634][bookmark: _Hlk15108459]A：刑事有罪判決に関する除外事由
イタリアまたは契約履行地の国において確定した刑事判決により有罪とされた者は、次の理由の一つまたは複数に該当する場合、選定手続から除外されます。(1)犯罪組織への参加、(2)汚職、(3)詐欺、(4)テロ犯罪またはテロ活動に関連する犯罪、(5) 犯罪収益の資金洗浄またはテロ資金供与、(6)児童労働およびその他の形態の人身取引、(7)公的機関との契約締結資格の喪失をもたらすその他の犯罪。　
除外に関連する事由は、イタリア法およびEU法に定めるもの、ならびにEU域外の国については現地の刑事法に定める同等の事由とします。

A.1 刑事有罪判決に関する事由
1) 経済事業者、その経営機関もしくは監督機関の構成員、または当該経済事業者内で代表権、意思決定権もしくは支配権を有する者が、上記のいずれかの事由により、過去5年以内に有罪の確定判決を受けたことがありますか。または、除外期間が現在も適用されている有罪の確定判決を受けたことがありますか。
はい ☐　有罪判決を受けています
いいえ ☐　有罪判決を受けていません
A.2 刑事有罪判決に関する事由［上記A.1に「はい」と回答した場合のみ］
次の事項を記載してください：a) 有罪判決の日付、上記1～7のうち該当する項目および有罪判決の理由、b) 有罪判決を受けた者の本人情報、c) 有罪判決に定められた除外期間。
[….]
A.3 刑事有罪判決に関する事由［上記A.1に「はい」と回答した場合のみ］
3) 有罪判決を受けた場合、当該経済事業者は自らの信頼性を示すためにどのような措置を講じましたか（セルフ・クリーニング)。
[….]
[bookmark: _Hlk15108608]B：税金または社会保険負担金の納付に関する除外事由
B.1 税金または社会保険負担金の納付に関する除外事由－租税公課または保険負担金の納付
1)経済事業者は、自らが設立されている国、イタリア、および契約履行地の国において、租税公課または社会保障負担金の納付に関するすべての義務を履行していますか。
はい ☐　いいえ ☐
B.2 税金または社会保険負担金の納付に関する除外事由［上記B.1に「いいえ」と回答した場合のみ］
次の事項を記載してください：a) 不履行が発生した国、b) 金額、c) 不履行が確定された方法、d) 不履行を是正するために講じた措置；
[….]
[bookmark: _Hlk15108715]C：支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する除外事由
C.1 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
1) 経済事業者は、自らが知る限り、労働安全衛生、環境、社会保障または労働に関する各種法令上の義務に違反したことがありますか。
[bookmark: _Hlk15498250]はい ☐　いいえ ☐
C.2a 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
2a) 経済事業者は、次のいずれかの状況にありますか。または、そのような状況を確認するための手続の対象となっていますか：a) 破産、倒産手続、清算、債権者との予防的和解、裁判所による事業管理、またはこれらに類似するその他の状況。
はい ☐　破産、倒産手続、清算、債権者との予防的和解
いいえ ☐　破産、倒産手続、清算、債権者との予防的和解
C.2b 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
2b) 経済事業者は、次の状況にありますか。または、そのような状況を確認するための手続の対象となっていますか：b) 事業活動を停止していますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.3 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
3) 経済事業者は、重大な職業上の違法行為を行ったことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.4 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
4) 経済事業者は、競争を歪めることを目的として、他の経済事業者と合意を締結したことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.5 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
5) 経済事業者は、本調達手続への参加に起因する利益相反を認識していますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.6 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
6) 経済事業者またはその関連企業は、発注機関に助言を行ったことがありますか。または、その他の形で、協賛認定手続きの準備に関与しましたか。
はい ☐　いいえ ☐
C.7 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
7) 経済事業者は、過去の公契約が早期に解除されたことがありますか。または、過去の公契約に関連して、損害賠償その他の制裁を課されたことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.8a 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
8a) 経済事業者は、a) 除外事由が存在しないことまたは選定基準を満たしていることを確認するために必要な情報を提供するにあたり、重大な虚偽の申告について有罪とされたことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.8b 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
8b) 経済事業者は、b) そのような情報を隠匿したことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.8c 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
8c) 経済事業者は、c) 発注機関から求められた補足書類を遅滞なく提出することができましたか。
はい ☐　いいえ ☐
C.8d 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報
8d) 経済事業者は、d) 発注機関の意思決定過程に不当な影響を与えようとしたことがありますか、本調達手続で不当な利益の獲得を可能にする機密情報を入手しようとしたことがありますか、または本調達手続に関する決定に重大な影響を及ぼし得る誤解を招く情報を提供したことがありますか。
はい ☐　いいえ ☐
C.9 支払不能、利益相反または職業上の違法行為に関する情報［C項の質問1、2a、2b、3、4、5、6、7、8a、8b、8cまたは8dのいずれかに「はい」と回答した場合のみ］
9) 本C項の質問1、2a、2b、3、4、5、6、7、8a、8b、8cまたは8dのいずれかに「はい」と回答した場合、生じた事由および経済事業者が自らの信頼性を証明するために講じた措置（セルフクリーニング）を記載してください。
[….]
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[bookmark: _Hlk15109545]本手続固有の要件
D：職業適格性要件
経済事業者は、以下の要件を満たしていることを宣言します。

自国の現行法令により、事業目的に含まれる活動を行うために必要とされる、営業免許、許認可、そのほかに関連する認可・認証・資格などの職業適格性要件を保有していること。また、自国の法制度で求められる場合には、それぞれの事業活動を行うために必要な専門家名簿または商業登録簿に登録されていること。
はい ☐
免許・許可・認可の種類および関連情報（免許番号等）を記載してください。

いいえ ☐
その理由を記載し、事業目的が本手続の対象となる業務の遂行への適合性について申告してください。
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追加の宣言事項
E.1 追加の宣言事項
経済事業者は、本手続の書類に記載されたすべての規則および規定を、例外なく、いかなる条件も留保も付さずに受諾することを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.2 追加の宣言事項
経済事業者は、提案書の提出期限から連続60（六十）日間、提案を有効かつ拘束力のあるものとして維持することを約束します。
はい ☐　いいえ ☐
E.3 追加の宣言事項
経済事業者は、本手続および契約の履行を規律する準拠法としてイタリア法を受諾することを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.4 追加の宣言事項
経済事業者は、本手続に係る行為に対する不服申立て、および契約の履行段階で生じ得るる紛争の解決について、イタリアの裁判管轄を受諾することを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.5 追加の宣言事項
経済事業者は、本手続に基づく契約締結に用いられる契約条件を受諾することを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.6 追加の宣言事項
経済事業者は、文書偽造および虚偽申告についてイタリアの現行法令に定められた制裁を認識していること、また、本協賛認定手続を実施する目的で、一般データ保護規則（GDPR）（EU）2016/679およびイタリアの現行の国内法（2003年6月30日付法律命令第196号、2018年8月10日付法律命令第101号により改正・補完されたもの）に基づく個人データの処理に同意することを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.7 追加の宣言事項
経済事業者は、上記A、B、CおよびD項に定める除外事由のいずれにも該当したことがなく、現在も該当していないことを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.8 追加の宣言事項
経済事業者は、2013年4月16日付大統領令第62号(公務員行動規範)および外務・国際協力省の行動規範に定める行動義務を遵守するとともに、自社のいかなる立場の人員および協力者に対しても、それぞれの役割および業務内容を踏まえたうえで、遵守させることを約束します。
これらの規範は、次のウェブサイトで閲覧できます：https://www.esteri.it/it/trasparenza_comunicazioni_legali/disposizioni_generali/atti_generali/codice-disciplinare-e-codice-di-condotta/
はい ☐　いいえ ☐
E.9 追加の宣言事項
経済事業者は、2027年国際園芸博覧会へのイタリア参加を担当する政府代表(以下「政府代表」という)が在日イタリア大使館のウェブサイト上で公開した本公募手続に関するすべての書類を確認したこと、また、当該書類が、本公募手続きへの応募条件および関連契約の対象となる業務の遂行条件を把握するうえで、十分かつ網羅的であることを宣言します。
はい ☐　いいえ ☐
E.10 追加の宣言事項
経済事業者は、政府代表事務局が、主催者を含む所管当局に対し、宣言内容、特に参加要件の充足に関する部分の正確性を検証するために必要なあらゆる照会・確認を行うことを承認します。
はい ☐　いいえ ☐

署名者は、本書に記載された情報が真実かつ正確であること、また、重大な虚偽申告についてイタリアの法制度および現地の法制度により定められた、刑事上のものを含む法的結果を認識していることを、正式に宣言します。

署名者は、要件について行われた宣言の真実性を検証するため、所管の現地当局に対する照会・確認が行われることを、正式に承認します。


［場所および日付］

________________________________________
［署名者全員の氏名および役職］


各署名者の身分証明書の写しを添付してください。




